




経営企画部⻑の平原です。
私からは、15ページまでの決算概要について、ご説明申し上げます。



先ず、当社グループにおける当期の位置づけと方針についてご説明させ
ていただきます。
今年、創立26年を迎えた当社グループでは、社是「利他」の精神で、
「一生をかけて、どれだけ多くの人に役立たせていただくことができる
か」というフィロソフィのもと、人財を育成し、事業を持続的に成⻑・
拡大してまいりました。
12年前に「10年後、10倍、売上1,000億円企業へ」と掲げた目標を前期に
達成し、今期より新たに⻑期ビジョン2035に向けた挑戦が始まっていま
す。
「限りある資源を活かし、世界を笑顔と感動で満たす！未来価値創造に
挑み続ける企業グループ」を目指し、事業を通して、人々の幸福と社会
の進化発展に貢献してまいります。
引き続き変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。
続きまして、新中計1年目の第2四半期業績サマリーは、全てのセグメン
トが期初計画を上回り、前年同期比で増収増益でした。
利益ベースでは通期予想の60%水準に達しています。
トピックスとしては、ホテル運営事業と建設事業のそれぞれでM&Aを実
施しました。
そして当社グループとしては初の統合報告書を発行しました。



連結損益計算書と連結貸借対照表に関する経営指標についてご説明いた
します。
昨年度の販売計画上、下期に物件売却が集中したこともあり、前年同期
の実績を大きく上回っております。
この結果、経営指標の一つである売上高経常利益率は23.4%と目標の20%
を超えています。
また もう一つの経営指標である自己資本比率は45.8%と高い水準を維持
しています。



下期に物件売却が集中した前年同期比で、どのセグメントも大きな増収
増益でした。
一方、通期予想に対し売上高は約50%、売上総利益は55%、経常利益は
60%の進捗です。
引き続き当社グループは、経営理念の実践を通し、グループの企業価値
の最大化と社会課題の解決に努めてまいります。



四半期ごとの経常利益の推移です。
上半期としては過去最高の実績です。
またこの第2四半期は、四半期ベースで昨年の第4四半期に続く2番目の実
績です。
引き続き四半期ベースの変動性を極力抑えるよう努めてまいります。



次に、連結貸借対照表です。
総資産合計は2,377億円と今年3月末比、195億円増加させました。
この原動力は、売却を推進しつつ、オフィス部門とホテル部門の両方に
よる活発な物件仕入です。



有利子負債残高は1,062億円です。
取引金融機関からは当社グループの財務の健全性と仕入基準の厳格性に
ついて高くご評価いただいており、こうした投資余力を背景に積極的な
成⻑投資に取り組んでまいります。



続いて、事業別業績です。
コア事業のリプランニング事業のセグメント利益率は30.1%という高い付
加価値を提供しながら、新規仕入れと同時に既存物件の商品化・売却を
進めております。
通期予想に対しては売上高も売上総利益も計画通り進捗しています。



続いて物件の仕入です。
上半期の段階で、ほぼ昨年と一昨年の通期並みの水準に達したため、通
期目標を150億円増加させ700億円としました。
下期も 購入基準を緩めず、在庫の充実に注力してまいります。



左側は上半期の仕入額500億円の商品別内訳です。
右側は上半期末時点の棚卸資産1,229億円を構成する商品別比率です。
この2つのグラフから
①短期と中⻑期のポートフォリオバランス
②商品の多様化
③新規事業の拡大
の三点についてハイライトさせていただきました。



棚卸資産と物件売却に伴う売上総利益の実績と予想です。
こちらの実績に基づき、今年度も業績予想を達成しつつ、将来の業績と
なる右下の棚卸資産の含み益を蓄積してまいります。



不動産サービス事業は、リプランニング事業と相互補完の一体関係にあ
り、当社グループでワンストップの高付加価値 バリューチェーンを提供
するプラットフォームです。
こうした中、貸会議室事業の比重が高まったため今回から単独で開示し
ております。
他の事業も堅調で、オーナー様をはじめとするお客様からのご信任を拡
大させました。



ホテル・観光事業の開発事業では、当社のビジネスモデルに合致した候
補地を発掘・厳選しながら積極的な投資を継続しております。
また運営事業では、売上総利益の通期予想に対し約70%の進捗となってい
ます。
これからも宿泊客の皆様には、スタッフの心が温かいから、ご滞在が更
に楽しくなることをお約束し、地元の生活者の皆様と共に地元の資源を
活用し、地域に元気を創出してまいります。



最後に建設事業では、売上総利益の通期予想に対し80%超と好調に推移し
ています。
また海外開発事業ではベトナム事業 第2号の分譲マンションプロジェクト
が進行しています。



それでは、私からは、成⻑戦略と各事業の進捗状況等について、ご説明
させていただきます。



まず前段として、現在の事業環境について、こちらのスライドに纏めて
おります。
当初、懸念されていた米国の関税政策の影響は、さほど大きなものとは
ならず、緩やかな回復が続いてきています。
また、金融市場においても、米国が予想通り利下げ再開に進んだことな
どもあり、比較的落ち着いた状態にあると思います。
しかしながら、依然高水準にあるインフレや、地政学リスクの問題もあ
り、景気の先行きは不透明な状態が続いていることに変わりはありませ
ん。
そのような中、当社の主な事業基盤である国内のオフィス市場、ホテル
市場は、ともに引き続き堅調です。
オフィス賃料やホテルの客室単価は、ペースはやや緩やかになりつつ
も、まだしばらく上昇基調が続くものと想定しています。
先行き不透明な世界経済の動向や、金融環境の急変にはしっかりと備え
つつ、計画に沿って、着実に事業を展開してまいります。



次に、今年度から新たに取り組んでおります、⻑期ビジョン2035と中期
計画の概要はこちらの通りになります。
この中期計画では、「お客様視点のものづくりと、心温かいサービス
で、本業連携多角化を推進し、社会課題の解決に取り組む」という基本
方針のもと、各種戦略ならびに施策を実行しております。
そして、最終年度の2028年3月期には、売上高1,350億円、経常利益270億
円を達成していきます。
また、自己資本比率は45％の水準を維持しつつ、経常利益率は20％、
ROEは14％以上を目標として取り組んでおります。



成⻑戦略では、モノづくりとサービスを組み合わせた事業モデルを追求
しています。
そして、資金を有効に循環、活用しながら、事業領域を拡大し、成⻑を
加速させてまいります。
オフィス分野では、既存ビルの再生事業の他に、新築事業にも力を入れ
て取り組みます。
また、リプランニングや不動産小口化事業では大阪でのプロジェクトに
も取り組んでいきます。
一方、ホテル分野では、新築とリノベーションに加え、Ｍ＆Aも積極的に
活用しながら、運営ホテル数の増加に取り組んでいます。
そして、レジデンシャルの分野では、東京でのマンション新築事業に取
り組んでいきます。



また、これらの事業を拡大成⻑させながら、収益構造の変革にも取り組
んでおります。
物件売却によるフロー型事業では、アセットタイプの多様化を進め、ス
トック型事業では、関連分野での多角化を進めます。
そして、全体の売上をしっかりと伸ばしながら、市況変動に強いストッ
ク型事業の構成比率を高めていきます。
本中計においては、全体の売上高成⻑率を３年で35％としております
が、その内フロー型で21％、ストック型では53％の成⻑を⾒込んでいま
す。
それによって、売上に占めるストック型事業の構成比率を、現在の30％
から35％へと引き上げていく計画です。



次に、資金計画では、中計３年間の累計で総額3100億円の投資を予定し
ています。
リプランニング事業関連では2000億円、不動産小口化では210億円、ホテ
ル開発では700億円を⾒込んでいます。
その他、M＆A関連等で100億円の投資を計画しています。
これら投資の実行にあたっては、常に資本コスト面での検証をしっかり
と行いつつ、将来の成⻑加速に向けて、積極的に投資を進めてまいりま
す。



次に、ここからは足元の進捗状況について、ご説明させていただきま
す。
まず、フロー型事業の業績の進捗です。
こちらは、RP物件やホテル物件など、販売用不動産の売却分だけを合算
した、売上高（左軸）と売上総利益（右軸）のグラフになります。
今期の業績につきましては、９月末時点の実績に加えまして、10月1日か
ら昨日の決算発表時点までの間に、売却決済が完了したものと、契約済
みで今期中に決済予定のものを合わせた額をグラフに入れています。
これらを加味した今期の進捗は、ここまで約7カ月間で通期予想に対し
て、実質約54％となっています。



続いて、ストック型事業です。
こちらは、先程の販売用不動産の売却分以外の業績、すなわち、不動産
サービスやホテル運営事業など、物件の売却によらない事業の、売上高
と売上総利益の推移を表しています。
おかげさまで、ストック型事業については、当上半期も前年同期比増収
増益で、過去最高を更新しながら伸びています。
売上高は206億円で前年同期比33％増、売上総利益は75億円で同53％増
と大きく伸びています。
また、通期予想に対する進捗率も売上では58％、売上総利益では69％と
順調に進んできています。



次に、こちらはストック型事業の収益で販管費や支払利息等の固定費を
どれだけまかなえているかを表したグラフになります。
3年前はカバー率が70％程度でしたが、前期は90％、今期は100％を上回
る⾒込みで進捗しています。



次に、フロー型とストック型の各事業の取り組みについて、少し具体的
にご説明させていただきます。
まず、フロー型のリプランニング事業です。
この事業は当社の中核事業ですが、会社設立以来、これまで累計522棟の
実績を積み上げてきております。
その直近の事例として、こちらに1件紹介させていただきます。
こちらは、中央区にあるオフィスビルです。
地下1階部分は倉庫として使われていましたが、当社購入後にセットアッ
プオフィスへとコンバージョンいたしました。
地下のフロアですので、照明が鍵になりますが、温かみのあるペンダン
トライトや間接照明を効率的に配置するといった、様々な工夫を凝ら
し、明るく快適な空間を創出しました。
おかげさまでテナント入居も順調に進み、賃料収入も増加し、高収益ビ
ルとして 販売させていただくことができました。



次に、オフィスビルの新築事業です。
リプランニング事業で培ってきた、高付加価値再生の技術を活かしなが
ら、都心5区において新築ビルの開発を行っております。
スライドの右側の写真は直近の事例で、港区で取り組んだオフィスビル
の新築案件です。
ルーフトップテラスからの眺望や専用ラウンジでの交流など、クリエイ
ティブな発想を促す様々な工夫を加え、かつ、洗練されたデザインと快
適性を兼ね備えたオフィスビルに仕上げました。



次に、不動産の小口化事業です。
当社では、現在、主に保育園やクリニックのような地域生活に密着し
た、テナント企業が入居され、⻑期賃貸で施設を運営するようなビルを
不動産小口所有商品として販売いたしております。
エリアとしては、都心および都心近郊が中心になりますが、地域的な分
散投資を求めるお客様の声にお応えする形で、関⻄エリアでの案件にも
取り組み始めております。



次に、レジデンシャルの新築事業です。
この事業は昨年から新たに始めた事業ですが、現在こちらに記載の4か所
でプロジェクトを進めております。
いずれも、防音仕様やペット共生型の設備を設えるなど、時代性に合っ
た工夫を加え、高付加価値の「一棟賃貸マンション」に仕上げていく方
針です。
また、主なエリアとしましては、当面は都心5区及び隣接する7区を中心
に展開する予定です。



次に、NYでのアパートメント・リプランニング事業です。
2019年に事業を開始し、これまでに累計12棟を仕入れ、リノベーション
再生を行い、7棟を販売しました。
今期は3棟の販売を予定しています。



続いて、ここからはストック型事業の説明になります。
まずは、不動産サービス事業です。
不動産サービス事業では、賃貸仲介、売買仲介、プロパティマネジメン
ト、ビルメンテナンス、滞納賃料保証事業等、多岐にわたっております
が、それらが相互に連携して事業を立体的に組み立て、取り組んでいま
す。
賃貸仲介部門では、10月に上野支店を開設しております。
引き続き、都心部特化の地域密着できめ細やかなサービスによって、お
客様基盤の増強に取り組んでいきます。
また、プロパティマネジメント事業では、順調に受託棟数を伸ばしてき
ております。
当上半期では27棟増加し、管理棟数は9月末時点で569棟まで伸びてきて
います。



また、貸会議室事業においても、好調な業績を背景に、積極的に出店
し、運営面積の拡大を図ってきています。
現在18拠点、総運営面積は9,963坪になっています。
3年後に中計目標の16,000坪に向かって、着実に拡大、成⻑してきていま
す。



続いて、同じくストック型における、ホテル運営事業です。
おかげさまで、こちらも事業が順調に伸びています。
今期は新規開業で3軒、M＆Aで1軒、計４軒のホテルが増えました。
現在、運営中のホテルは32軒、客室総数は3,649室になっています。
その他、開発用地取得済みでプラン策定中のものまで含めますと、合計
48軒、客室総数は6,183室まで伸びていく予定になっております。



こちらは、それらのホテルの一覧になります。



次に、ホテル運営事業の業績の推移です。
稼働率、客室単価共に上昇傾向を続けており、業績も順調です。
堅調なインバウンド需要や関⻄万博の効果もありますが、その活況の中
にあっても、絶えずサービス力とオペレーション力の向上に努めてきた
ことにより、高稼働、高収益の事業となっています。
この上半期の実績では、特に日和ホテル大阪なんば駅前や、たびのホテ
ルlit松本が連日満室稼働が続くなど、大変好調でした。
今後も「心温かい楽しいホテル」という当社ホテルの運営方針のもと、
更にサービス力を磨き、事業を更に伸ばしてまいります。



最後に、建設事業です。
先月、M＆Aにより、大竹建窓グループの株式100％を取得しました。
同社は、サッシやガラスなど、窓の設計、施工に強みのある建設会社に
なります。
熟練技術者が多く、また、都内に自社工場もあり、品質面やスピード対
応面で当社事業との大きなシナジーが⾒込まれます。
売上規模は約50億円、社員115名の会社です。
お互いの強みを掛け合わせ、建築関連分野における事業基盤の強化し、
業績の拡大を図っていきます。
各事業の取り組みにつきましては、以上となります。



次に、「資本コストや株価を意識した経営」について、少しご説明させ
ていただきます。



まず、株主還元は、こちらに記載の基本方針のもと、⻑期的、安定的な
還元に努めております。
今期の中間配当は、期初予想通りの1株あたり38円を実施させていただき
ます。



次に、株価の⻑期推移ですが、コロナ禍以降、おかげさまで株価は順調
に上昇してきています。
もちろん、株式市場全体の堅調さに支えられて、ということではありま
すが、基本的には、EPSの持続的な成⻑があってこそ、⻑期的な上昇に繋
がるものと考えております。
今後も、継続的な事業の拡大成⻑を図り、業績を伸ばし、EPSを高めてま
いります。



また、資本コストの観点から、ROEの向上にも取り組んでおります。
こちらのスライドに、ROE向上策としての主要な取り組みをまとめてお
りますので、ご参照いただければと思います。
全事業部門一体となって、収益性と資本効率を重視し、ROICを高め、
ROEの向上に繋げていきます。



ROEの水準は、14％以上を目標とした上で、さらに向上させていくこと
を目指して取り組んでおります。



また、ROICやROEについては、それぞれ、WACCや株主資本コストを継
続的に、しっかりと上回るよう取り組んでいきます。
それによって、PBRも着実に上昇してくるものと考えています。



また、IR活動も強化してまいります。
外国語対応を含めた、IR開示資料等の更なる拡充に取り組むと共に、
ステークホルダーの皆様との積極的な対話に努めてまいります。



最後になりますが、今般、当社では初めてとなります、「統合報告書」
を発行いたしました。
経営理念や成⻑戦略、またサステナビリティ経営など、財務情報と非財
務情報を包括的にまとめております。
当社の⻑期的な企業価値向上に向けた道筋を表す重要な指針となるもの
です。
これらも活用しながら、ステークホルダーの皆様とのコミュニケーショ
ンを一層深めてまいりますので、どうか、今後ともご支援賜りますよ
う、よろしくお願いいたします。


